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「岡山市協働のまちづくり条例」改正にむけた市の基本的な考え方について 

                                                  岡山市市民協働局市民協働企画総務課 

 

「岡山市協働のまちづくり条例」（平成１３年施行）を、多様な主体が協働し、岡山市の社会課題を解決することを促進し、持続可能で活力ある岡山市を築

くために、改正することといたしました。本条例の見直しについては、市民の皆様と協働で検討してまいりました。このたび、検討の結果を「岡山市・ＮＰ

Ｏ協働推進協議会」がまとめ、「見直し市民案」を市長に提出されました。この市民案を受けて、条例改正についての岡山市の基本的な考え方をまとめまし

た。 

 

１．現行条例に基づく施策の現状 

  現行条例は、市、市民、非営利公益活動団体が協働してまちづくりを進めることを基本理念とし、そのための市の施策として、特定非営利公益事業指定

制度について規定しているものです。当制度は、非営利公益活動団体が行う非営利公益活動のうち、本市のまちづくりの基本目標の実現に寄与すると認め

られるものを、審査機関の議を経て、特定非営利公益事業として指定し、支援措置として、事業に必要な市有施設等を無償で貸与、または使用料を減免す

ることができるとしています。条例施行から現在まで、本条例に基づき２２の特定非営利公益事業の指定を行い、市有施設等の無償貸与による支援を実施

しており、現在１５事業が継続していますが、平成１８年２月指定以後、新たな指定はありません。 

 

２．条例改正の背景と意義 

  岡山市では現在、安全・安心ネットワークが全学区・地域に組織され、岡山市所轄のＮＰＯ法人は３００を超え、企業・事業者による社会貢献の取り組

みがニュースに取り上げられる機会も増えるなど、現行条例制定時に比べると、市民活動が飛躍的に広がっています。一方、地域の社会課題が多様化し、

全国的にもＮＰＯ等が新しい公共の担い手として期待されています。また、岡山市においては、昨年ＥＳＤ世界会議を開催し、持続可能な社会づくりとそ

れを担う人づくりを広げていく機運が高まっています。平成２４年以後、市でも協働推進施策が動き始め、ＮＰＯと市職員の理解も深まりはじめています。 

こうした状況を踏まえ、多様な主体による課題解決を図り、協働によるまちづくりを一層進めるために、現行の「岡山市協働のまちづくり条例」を見直

し、協働という手法の理念や、協働のルール、推進施策・推進体制などを盛り込んだ条例に全面改正することといたしました。 
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３．条例改正及び市の協働推進施策の経過 

 

○平成２４年度 協働推進施策を検討する機関を設置し、ＮＰＯと市職員の合同研修等が始まる。 

４月 特定非営利活動促進法改正により、岡山市がＮＰＯ法人認証・認定の所轄庁となる。 

７月 庁内の協働関係課で構成する「岡山市市民協働推進会議」並びに同会議ワーキングチームを設置。 

８月 ＮＰＯ法人役員等で構成する「岡山市・ＮＰＯ協働推進協議会」（以下「協議会」）発足。 

８月・２月 ＮＰＯと市職員対象の合同研修会を協議会と協働で開催。 

※以下、フォーラム等基本的な動きは市と協議会の協働で実施 

 １１月 ＮＰＯ法人向け研修会を開催し、ＮＰＯ法人による「協働でこんなことできますリスト」を作成。。 

 ○平成２５年度 市民協働推進モデル事業のパイロット実施、「協働Ｑ＆Ａ」の作成など、協働推進施策の検討が進む。 

１１月～２月  ＮＰＯと市職員との協働で「協働Ｑ＆Ａ」を発行。 

１１月～３月  市民協働推進モデル事業のパイロットとして協働による調査事業を実施。 

 ○平成２６年度 市民協働での条例見直しが始まる。 

４月 「岡山市の協働推進に関する提案書」を協議会が市長に提出。 

６月 「市民協働推進モデル事業」提案制度開始。 

６月 「ＥＳＤ市民活動推進センター」（現ＥＳＤ・市民協働推進センター）を開設。 

８月 市民協働フォーラム「岡山市の協働条例を考える」を開催。 

行政とＮＰＯの協働の課題を洗い出すワークショップを実施。 

１１月 市民協働フォーラム「岡山市の協働条例を考える」を開催。 

各地域単位での協働の課題を洗い出すワークショップを実施。 

３月 地縁組織、大学、事業者、ＮＰＯへの「協働の課題に関するアンケート」を実施。 

  ○平成２７年度 市民案から条例改正へ。 

４月 市民協働フォーラム「岡山市の協働条例を考える」を開催。 

これまでのワークショップとアンケートの結果を踏まえて「施策～計画～条例文案」を考えるワークショップを実施。 

６月 「岡山市協働のまちづくり条例」見直し市民案（以下「市民案」）を協議会が市長に提出。 
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４．「岡山市協働のまちづくり条例」改正案の策定方法と策定にむけた基本的な考え方 

 協働を推進するためには、幅広く市民の声を聞き、検討作業自体も市民との協働で実施することが有効であると考え、現行条例の改正にあたっては、協議

会とともに、多くの市民、職員も参加したワークショップにより市民案が作成されました。市民案を尊重し、次の項目を踏まえて、条例改正にむけた市の基

本的な考え方といたします。 

 ○条例において、岡山市としての「協働」の理念と姿勢を示すとともに、協働という手法がさらに定着し、発展するためのルールと仕組みについて規定し

ます。 

 ○ＥＳＤ推進の方向性を踏まえ、持続可能な社会づくりについても重要な視点として目的等に盛り込みます。 

○市において現在既に取り組んでいる協働推進事業や協働推進のための仕組み、また現行条例のもと実施している施策についても改正案の中に規定します。 

○条例制定後の具体的な協働の推進をはかるために、庁内に推進本部を置くとともに、多様な主体で構成する推進委員会を設置することとし、計画の策定・

検証を、同委員会で行うこととします。 
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「岡山市協働のまちづくり条例」改正にむけた基本的な考え方

●特定非営利公益事業
国際的水準に照らし先進的な事業を審議会の議
を経て指定。

役割）非営利公益活
動を実施

役割）非営利公益活
動を理解し協力する

責務）非営利公益活
動の促進に努める

目的

現行条例の概要

非営利公益団体の力を活かしたまちづくりをすすめる。

基本理念 市・市民・非営利公益団体がそれぞれの責務と役割の
もと協働してまちづくりをすすめる。

非営利公益
活動団体

市民市

市
の
施
策

役割・責務

●支援措置 土地・施設などの無償貸与等

●現在１５の特定非営利公益事業を指定し土地・建物等の無
償貸与をしている。⇒平成１８年以後新たな指定はない。

改正に向けた基本的考え方概要

市
の
施
策

役 割

定 義
「協働」とは 同じ目的のために互いを尊重し対等の
立場で協力して共に働くこと。

「多様な主体」とは、住民組織・ＮＰＯ・事業者・大
学・学校等、地域の社会課題解決に取り組む個人及
び団体等のすべての市民及び行政をいう。

目 的
社会課題解決促進する多様な主体の協働による
持続可能な地域社会を構築する

「市民」 すべての市民は、自主性自立性を持った地
域の当事者としての理解を深め、地域の社会課題の
解決に努める。
「市」は多様な主体の協働による社会課題解決を促
進する施策を実施する。

①地域拠点・地域コーディネート機能の整備
②人材育成・団体育成支援
③多様な主体からの情報発信・情報提供
④多様な主体の交流機会の提供
⑤すぐれた取組の表彰
⑥協働事業への補助金の交付
⑦土地・施設等の無償貸与（現行指定制度）
⑧コーディネートを担うセンター機能の整備
⑨協働の視点での市の施策の見直しと立案

推
進
体
制

①多様な主体による協働推進委員会（審議会）の設
置及び計画策定
②庁内推進体制：推進本部の設置と各課の協働推
進員の配置
③幅広い市民参画：協働推進フォーラム
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５．「現行条例」「見直し市民案」「条例改正にむけた市の基本的な考え方」対照表 

 

現行 市民案 条例改正にむけた市の基本的な考え方 

（目的） 

第 1条 この条例は，非営利公益活動団体の自主性及

び自立性を尊重しながら，その知恵と力を最大限に生

かしたまちづくりを進めるため，市，市民及び非営利

公益活動団体の果たすべき責務，役割等を定めるとと

もに，非営利公益活動を支援するに当たっての原則，

手続，講ずべき支援措置等を定めることによって，非

営利公益活動を促進し，もって豊かで活力ある地域社

会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（目的） 

第 1条 この条例は，多様な主体が，それぞれの自主

性及び自立性をもった地域の当事者としての取り組

みを尊重しながら，知恵と力を最大限に生かし，協働

で地域の社会課題解決に取り組むための原則等を定

めることにより，豊かで活力ある持続可能な地域社会

を実現することを目的とする。 

（１） 

現行条例が「非営利公益活動」への支援を主たる

目的としているのに対し、市民案のように「多様

な主体の協働」で課題解決を進めることとし、あ

わせてＥＳＤ推進の方向性を踏まえ持続可能な地

域社会の実現を目的とすることとします。 

 

（定義） 

第２条 この条例において「非営利公益活動」とは，

自発的かつ自立的に行う営利を目的としない公益活

動をいう。 

２ この条例において「非営利公益活動団体」とは，

非営利公益活動を行うことを主たる目的とする団体

をいう。ただし，次に掲げるものを除く。 

宗教の教義を広め，儀式行事を行い，又は信者を教化

育成することを主たる目的とするもの。 

政治上の主義を推進し，支持し，又はこれに反対する

ことを主たる目的とするもの。 

特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）

第３条に規定する公職をいう。以下同じ。）の候補者

（定義） 

第２条 この条例において「協働」とは，同じ目的の

ために，お互いを尊重し，対等の立場で協力して共に

働くことをいう。 

２ この条例において「多様な主体」とは，住民組織，

ＮＰＯ，事業者，学校等、地域の社会課題解決に取り

組む個人及び団体等のすべての市民及び行政をいう。 

３ この条例において「地域の社会課題解決に関する

取り組み」からは次に掲げるものを除く。 

宗教活動，政治活動，営利活動を主たる目的とする活

動。 

暴力団またはその構成員，暴力団の構成員でなくなっ

た日から５年を経過しない者の統制の下にある活動。 

（２） 

条例の趣旨、目的を理解するために必要な言葉の

定義を行います。 

市民案のように、「協働」、「多様な主体」、「課題解

決に関する取組」等の定義は必要であると考えま

す。その他、全条の内容を踏まえ、必要な言葉の

定義をします。 
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（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公

職にある者又は政党を推薦し，支持し，又はこれらに

反対することを目的とするもの。 

 

（基本理念） 

第３条 市，市民及び非営利公益活動団体は，非営利

公益活動が豊かで活力ある地域社会の実現に寄与す

る役割を認識し，それぞれの責務と役割のもとに協働

してまちづくりを進めるものとする。 

２ 市が非営利公益活動団体を支援するに当たって

は，非営利公益活動団体の自主性及び自立性が尊重さ

れ，支援の内容及び手続が公平かつ公正で透明性の高

いものでなければならない。 

（基本原則） 

第３条 多様な主体は，以下の原則に則り，協働で地

域の社会課題解決に取り組む。 

（１）対等の原則 

（２）自主性尊重の原則 

（３）自立化の原則 

（４）相互理解の原則 

（５）目的共有の原則 

（６）公開の原則 

（３） 

多様な主体が協働する場合の基本的な原則を規定

します。 

市民案のように、対等性、自主性、自立性、相互

理解、目的共有、公開性などの原則が重要である

と考えます。 

 

 

（市の責務） 

第４条 市は，前条に定める基本的な理念（以下「基

本理念」という。）に基づき，非営利公益活動を促進

する施策の実施に努めなければならない。 

 

（市民の役割） 

第５条 市民は，基本理念に基づき，非営利公益活動

に関する理解を深め，その活動に協力するよう努める

ものとする。 

 

（非営利公益活動団体の役割） 

第６条 非営利公益活動団体は，基本理念に基づき，

非営利公益活動の実施に努めるとともに，その活動が

広く市民に理解されるよう努めるものとする。 

（市の役割） 

第４条 市は，本条例の目的及び基本原則に基づき，

多様な主体の協働による地域の社会課題解決を促進

する施策を実施する。 

 

（市民の役割） 

第５条 すべての市民は，本条例の目的に基づき，そ

れぞれの自主性及び自立性をもった地域の当事者と

しての理解を深め，地域の当事者としての行動に努め

るものとする。 

 

（４） 

多様な主体の協働による社会課題の解決のために

市と市民（課題解決に取り組むすべての団体・個

人）の役割を規定します。 

市は協働の主体であるとともに、協働促進施策を

実施する役割を有することを規定します。 

市民は、地域の当事者としての理解を深め、行動

する役割を担うことを規定します 

なお、現行条例第６条の非営利公益活動団体は、

市民に含まれるものとします。 
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（市の施策） 

第７条 市は，第４条に規定する責務を果たすため，

この条例に定める支援措置を講ずるほか，非営利公益

活動団体が市と協働してまちづくりを進めるための

環境整備に資する支援の充実に努めるものとする。 

 

（特定公益事業の指定） 

第８条 市長は，非営利公益活動団体が行う非営利公

益活動のうち，特に，国際的水準等に照らし先進的な

事業で，本市のまちづくりの基本目標の実現に著しく

寄与すると認められるものを特定非営利公益事業と

して指定することができる。 

２ 前項の指定は，第１０条に規定する岡山市特定非

営利公益事業指定審議会の議を経て行うものとする。 

 

（指定の申請） 

第9条 前条第1項の指定を受けようとする非営利公

益活動団体は，市長に申請をしなければならない。 

2 前項の申請をすることができる非営利公益活動団

体は，次に掲げる要件を備えていなければならない。 

（１） 過去の実績等から能力及び信用があり，指定

を受けようとする非営利公益活動を安定的に継

続して行うことができると認められる団体であ

ること。 

（２） 市のまちづくりの基本目標に賛同し，市と協

働して公益に資する活動を行う団体であるこ

（市の施策） 

第６条 市は，第４条に規定する役割を果たすため，

次の促進施策を講ずるほか，多様な主体の協働による

社会課題解決のための環境整備に資する施策の充実

に努める。 

（１）多様な主体の協働による社会課題解決のため

に，その取り組みの拠点及びコーディネートを行うた

めの機能整備を進める。 

（２）協働を理解し，推進するための啓発に努め，地

域の教育機関や行政機関等と連携し，地域の社会課題

解決を担う人材の育成に取り組む。 

（３）協働による社会課題解決を推進する担い手とな

る団体（地域住民組織，ＮＰＯ，大学，事業者等）の

拡大に努め，その組織基盤強化を支援するため，他機

関との交流，情報交換，研修機会の提供等に取り組む。 

（４）多様な主体が地域の社会課題について，様々な

方法により，情報発信及び共有する機会を提供する。 

（５）多様な主体が取り組む地域の社会課題解決を支

援する情報を提供する。 

（６）多様な主体の交流の場をつくり，つながりと相

互理解を深める機会の提供に努める。 

（７）地域の資源を活かした取り組みを推進するた

め，活用可能な資源について，双方向の情報共有機会

を提供する。 

（８）多様な主体の協働による優れた地域の社会課題

解決に関する取り組みを表彰することができる。 

（５） 

前項の項目で謳う市の役割のうち、市が目的達成

のために講じる協働促進施策について、市民案を

踏まえ次の項目に整理して規定します。各施策の

詳細は別途規則または要綱等に規定することとし

ます。 

 

① 協働環境整備に関するもの 

ア 協働のための地域拠点とコーディネート機能

の整備 

イ 協働推進のための啓発と人材育成 

ウ 協働の主体となる団体の育成 

エ 多様な主体からの情報発信と課題解決に役立

つ情報提供 

オ 多様な主体の相互理解のための交流機会の提

供 

 

② 協働事業の支援に関するもの 

ア 優れた取組の表彰 

イ 社会課題解決に資する官民協働事業への補助

金の交付 

ウ 現行条例第８条の特定非営利公益事業指定に

ついて規定。 

 

 

 



8 

 

と。 

（３） 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律(平成 3 年法律第 77 号)第 2 条第 2

号に規定する暴力団をいう。以下この号におい

て同じ。)，暴力団又はその構成員(暴力団の構

成団体の構成員を含む。)の統制の下にある団体

その他反社会的活動のおそれがある団体でない

と認められること。 

 

（９）市と協働して社会課題解決を行う事業のモデル

となる事業を指定し，補助金を交付することができ

る。 

（１０）市と協働して社会課題解決の取組を行う団体

に対して，事業実施のために，市が有する土地，施設

等を無償で貸し付け，使用料を減額または免除するな

どの支援措置を講じることができる。 

 

（コーディネート機関） 

第７条 多様な主体が知恵と力を最大限に生かし，協

働で地域の社会課題解決を促進するために，主体間を

つなぎ協働を推進するための機関を設置し，前条の施

策を実施する。 

 

 

（協働による施策の見直し） 

第８条 市は，各施策立案の際には，多様な主体によ

る協働の実行可能性について検討し，その効果検証に

努める。 

 

 

（市民による提案） 

第９条 市は，市民から出された，地域の社会課題解

決に関する意見や提案を受け止め，コーディネート機

関と連携しながら多様な主体による協働へとつなげ

ることに努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 

多様な主体間をつなぎ、協働を推進するため、コ

ーディネート機能が必要であると考えます。 

現行の「ＥＳＤ・市民協働推進センター」が果た

している機能を想定しています。 

 

 

（７） 

市の施策については、協働の視点で見直し、立案

するよう努めることを規定します。 

 

 

 

（８） 

市民から市に、課題解決のための提案ができるこ

ととし、その提案について、市は真摯に受け止め、

多様な主体での協働につなげていくよう努めるこ

とを規定します。 
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（庁内の推進体制） 

第１０条 市は，多様な主体による協働の取り組みを

推進するために，庁内に推進本部を設置する。 

２ 推進本部の決定に基づき，各課に協働推進員を配

置し，広く多様な主体からの協働提案を受け止める体

制を整備する。 

 

 

（議論・協議） 

第１１条 地域の社会課題解決に取り組むために，社

会課題に関する情報の共有や解決のための議論，施策

の成果や今後の取り組みについての検討を行うため，

多様な主体で報告・共有・議論する場を設ける。 

 

 

 

（啓発） 

第１２条 本条例及びそれに伴う施策について，すべ

ての市民の理解が促進するように努める。 

 

 

（９） 

目的を達成するために、庁内の推進体制を整備す

ることを規定します。市民案のように、推進力と

なる本部機能と、各課に協働推進担当を置くこと

が必要であると考えます。 

 

 

 

（１０） 

課題解決に取り組むために、多様な主体が一緒に

議論し、報告しあい、共有しあえる場を継続的に

設定することを規定します。 

現在開催している「課題解決ワークショップ」や、

「市民協働フォーラム」などを想定しています。 

 

 

（１１） 

条例が広く周知され、協働が進むことが重要です。

市は条例及び施策を市民へ周知するよう努めるこ

とを規定します。 
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（岡山市特定非営利公益事業指定審議会の設置） 

第１０条 市長は，特定非営利公益事業の指定等につ

いて調査審議するため，地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき，岡

山市特定非営利公益事業指定審議会（以下「審議会」

という。）を設置する。 

(組織) 

第１１条 審議会は，委員２０人以内で組織する。 

(委員) 

第１２条 審議会の委員は，次に掲げる者のうちから

市長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 

（２） 市民 

（３） その他市長が適当と認める者 

２ 委員の任期は，２年とする。ただし，委員が欠け

た場合における補欠の委員の任期は，前任者の残任期

間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

(会長等) 

第１３条 審議会に，会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は，委員の互選によりこれを定め

る。 

３ 会長は，審議会を代表し，会務を総理する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき

又は欠けたときは，その職務を代理する。 

 

（岡山市協働推進委員会の設置） 

第１２条 市長は，多様な主体が知恵と力を最大限に

生かし，協働で地域の社会課題解決を促進するため

に，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８

条の４第３項の規定に基づき，岡山市協働推進委員会

（以下「委員会」という。）を設置し，市長の委嘱に

より次の事項を審議する。 

（１） 岡山市における協働推進に関する計画並びに

実施状況 

（２） 協働推進事業等の指定並びに支援措置 

（３）その他市長が委嘱した事項  

２ 委員会は，２０人以内の多様な主体によって構成

することとする。 

３ 委員会に関しての詳細は別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１２） 

目的を達成するための計画策定並びに検証、また

協働推進事業等の指定等を審議するため審議会を

設置します。この審議会は、市民案のように、多

様な主体で組織されるものとします。審議会の必

要事項は追記します。 
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(会議等) 

第１４条 審議会の会議は，会長が必要に応じて招集

し，会長が議長となる。 

２ 審議会の会議は，委員の過半数が出席しなければ

開くことができない。 

３ 審議会の議事は，出席した委員の過半数をもって

決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

４ 会長は，第８条第１項の規定による指定の申請を

した非営利公益活動団体の代表者又はその代理人に

対し，会議への出席を求め，指定を受けようとする非

営利公益活動その他調査審議に必要な事項について

説明させることができる。 

５ 会長は，必要に応じ，会議に関係者の出席を求め，

説明又は意見を聴くことができる。 

６ この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関

し必要な事項は，会長が審議会に諮って，別に定める。 

 

(特定非営利公益事業への支援措置) 

第１５条 市長は，特定非営利公益事業の実施に必要

な土地，施設等を当該事業を実施する非営利公益活動

団体(以下「特定非営利公益活動団体」という。)に対

し無償で貸し付け，使用料を減額又は免除する等，当

該事業の実施を促進するための支援措置を講ずるこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１３） 

現行の特定非営利公益事業への支援措置は継続

し、（５）のとおりに規定します。 
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(特定非営利公益事業及び団体の活動状況等に係る報

告) 

第１６条 特定非営利公益活動団体は，特定非営利公

益事業に係る実施状況及び会計状況を市長に報告す

るほか，当該事業への支援が行われている間，毎年度

当該団体の全般的な活動状況及び財政状況を市長に

報告しなければならない。 

２ 市長は前項の報告を受けたときは，その内容を市

民に公開しなければならない。 

 

(指定の取消し) 

第１７条 市長は，特定非営利公益事業団体が行う特

定非営利公益事業が，第８条第１項の規定に適合しな

くなったとき又は当該団体が第９条第２項各号の規

定に抵触することとなったときは，審議会の議を経

て，第８条第１項の規定に基づく指定を取り消すこと

ができる。 

 （計画策定） 

第１３条 本条例を推進するために，行動計画を策定

する。 

２ 行動計画は定期的に評価を行い，その結果を公表

する。 

（１４） 

目的が遂行されるよう、計画の策定を規定します。

市民案にあるように、計画については、定期的な

評価を行い公開することを規定します。 

（委任） 

第１８条 この条例に定めるもののほか，この条例の

施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか，この条例の

施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

（１５） 

条例の施行にあたり規則を定めます。 
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６ 今後のスケジュール 

 ●平成２７年７月２８日～８月２８日  

岡山市協働のまちづくり条例改正にむけた市の基本的な考え方について」パブリックコメントの実施 

 

 ●市民協働フォーラム「『岡山市協働のまちづくり条例』の改正を考える」開催 

 

 開催日 時間 場所 対象 

① 平成２７年８月１１日（火） １４：００～１６：００ 岡山市勤労者福祉センター４階大会議室 市民一般 住民組織、ＮＰＯ法人など 

② 平成２７年８月１１日（火） １８：３０～２０：３０ 岡山市勤労者福祉センター４階大会議室 市民一般 住民組織、ＮＰＯ法人など 

③ 平成２７年８月１７日（月） １４：００～１６：００ 岡山県国際交流センター７階多目的ホール 
企業経営者、商店主、その他事業者 

 ※協力 岡山県中小企業家同友会 

④ 平成２７年８月１８日（火） １０：００～１２：００ 岡山市勤労者福祉センター４階大会議室 
子育て中の女性や親のグループ、子育て支援に

取り組む団体等 

⑤ 平成２７年８月２８日（金） １９：００～２１：００ 旧内山下小学校３階 
まちづくりや市民活動に取り組んでいる、ある

いは取り組みたい若者 

 

 ●平成２７年１１月市議会 「岡山市協働のまちづくり条例」改正案を上程 

 

 ●平成２８年２月 条例施行プレフォーラム 

  

●平成２８年４月１日 条例施行 

 

 

 


